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(57)【要約】
【課題】接合材の疲労耐量を十分に向上させることがで
きる半導体装置及びその製造方法を得る。
【解決手段】半導体チップ４が回路パターン１ｂに接合
材５により接合されている。回路パターン１ｂと半導体
チップ４が対向している領域において回路パターン１ｂ
の上に角が無くなだらかな突起６が形成されている。突
起６は、半導体チップ４の端部から中心部に向かって高
くなっている。接合材５の厚みは半導体チップ４の端部
よりも中央部で薄い。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回路パターンと、
　前記回路パターンに接合材により接合された半導体チップと、
　前記回路パターンと前記半導体チップが対向している領域において前記回路パターンの
上に形成された角が無くなだらかな突起とを備え、
　前記突起は、前記半導体チップの端部から中心部に向かって高くなった第１の突起を有
し、
　前記接合材の厚みは前記半導体チップの端部よりも中央部で薄いことを特徴とする半導
体装置。
【請求項２】
　前記突起は、前記回路パターンとは別部材であることを特徴とする請求項１に記載の半
導体装置。
【請求項３】
　ベース板と、
　前記ベース板に接合材により接合された絶縁基板と、
　前記ベース板と前記絶縁基板が対向している領域において前記ベース板の上に形成され
た角が無くなだらかな突起とを更に備え、
　前記突起は、前記絶縁基板の端部から中心部に向かって高くなった第１の突起を有し、
　前記接合材の厚みは前記絶縁基板の端部よりも中央部で薄いことを特徴とする半導体装
置。
【請求項４】
　前記突起は、前記ベース板とは別部材であることを特徴とする請求項３に記載の半導体
装置。
【請求項５】
　前記突起は、前記第１の突起の周囲に配置され前記第１の突起よりも高さが高い第２の
突起を更に有することを特徴とする請求項１～４の何れか１項に記載の半導体装置。
【請求項６】
　前記第１の突起の高さは前記接合材の最大厚さの１／２以上であることを特徴とする請
求項１～５の何れか１項に記載の半導体装置。
【請求項７】
　前記接合材ははんだ又は金属焼結材料であり、
　前記突起はＣｕ、Ａｕ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｓｎの何れかを含む金属からなることを特徴とす
る請求項１～６の何れか１項に記載の半導体装置。
【請求項８】
　前記突起は前記接合材よりもヤング率が高いことを特徴とする請求項１～７の何れか１
項に記載の半導体装置。
【請求項９】
　前記突起の表面には５μｍｔ以上３０μｍｔ以下の凹凸があり、前記接合材が前記凹凸
に浸入していることを特徴とする請求項１～８の何れか１項に記載の半導体装置。
【請求項１０】
　前記半導体チップはバンドギャップが２ｅＶ以上のワイドバンドギャップ半導体によっ
て形成されていることを特徴とする請求項１又は２に記載の半導体装置。
【請求項１１】
　請求項１～１０の何れか１項に記載の半導体装置を有し、入力される電力を変換して出
力する主変換回路と、
　前記主変換回路を制御する制御信号を前記主変換回路に出力する制御回路とを備えるこ
とを特徴とする電力変換装置。
【請求項１２】
　回路パターンの平坦面に角が無くなだらかな突起をコールドスプレー法により形成する
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工程と、
　前記回路パターンの前記平坦面及び前記突起に半導体チップを接合材により接合する工
程とを備え、
　前記突起は、前記半導体チップの端部から中心部に向かって高くなっており、
　前記半導体チップを接合した後の前記接合材の厚みは前記半導体チップの端部よりも中
央部で薄いことを特徴とする半導体装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回路パターンに半導体チップを接合材により接合した半導体装置、電力変換
装置、及び半導体装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ＩＧＢＴ（絶縁ゲート型バイポーラトランジスタ）などの電力用半導体チップを
用いたパワーモジュールに代表される電力用半導体装置が用いられている。この電力用半
導体装置では、外部冷却器に接続されるベース板と絶縁基板、電力用半導体チップと絶縁
基板又はリードフレームとを接合材により接合している。しかし、電力用半導体装置の動
作時に電力用半導体チップが発熱すると、各部材の線膨張係数の差異に起因して発生する
ひずみにより接合材に亀裂が発生、進展して、熱抵抗が増大してしまう。放熱経路の熱抵
抗増大により半導体チップ温度がさらに上昇し、半導体チップの上面電極と接合して内部
配線を形成しているＡｌワイヤがリフトオフすることで寿命を迎える破壊モードが一般的
である。
【０００３】
　接合材の亀裂には、接合材の上下の部材の線膨張係数差によって生じる接合材端部から
の亀裂と、接合材自体の膨張収縮が上下の部材によって拘束されることで生じる接合材内
部に生じる亀裂の二つがある。接合材を厚くすることで、接合材の厚み分でひずみを分担
できるため、接合材端部の亀裂の発生及び進展を抑制することができる。一方、接合材を
厚くすることで接合材自身の変形量が大きくなることで、接合材内部の亀裂は発生しやす
くなる。このトレードオフに対して、凸部を有するベース体を用いることで、接合材中央
の厚みを減らしつつ、接合材端部の厚みを増して、接合材の疲労耐量の向上を図る技術が
提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－２１９１９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の半導体装置では凸部の角部にひずみが集中して亀裂が発生するため、亀裂を十分
に抑制することができなかった。
【０００６】
　本発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、その目的は接合材の疲
労耐量を十分に向上させることができる半導体装置、電力変換装置、及び半導体装置の製
造方法を得るものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る半導体装置は、回路パターンと、前記回路パターンに接合材により接合さ
れた半導体チップと、前記回路パターンと前記半導体チップが対向している領域において
前記回路パターンの上に形成された角が無くなだらかな突起とを備え、前記突起は、前記
半導体チップの端部から中心部に向かって高くなった第１の突起を有し、前記接合材の厚
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みは前記半導体チップの端部よりも中央部で薄いことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明では、回路パターンと半導体チップが対向している領域に、半導体チップの端部
から中心部に向かって高くなっている突起が形成されている。これにより、半導体チップ
の端部で接合材の厚みを確保したまま、半導体チップの中央部で接合材の厚みを薄くする
ことができる。従って、接合材端部の亀裂（横クラック）と接合材内部の亀裂（縦クラッ
ク）の両方を抑制できる。また、突起を角が無くなだらかな突起形状とすることで、角に
ひずみが集中することはない。この結果、接合材の疲労耐量を十分に向上させることがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】実施の形態１に係る半導体装置を示す断面図である。
【図２】角が無くなだらかな突起と角がある突起を示す断面図である。
【図３】実施の形態２に係る半導体装置を示す断面図である。
【図４】実施の形態２に係る突起の配置を示す平面図である。
【図５】実施の形態２に係る突起の配置の変形例を示す平面図である。
【図６】比較例に係る半導体装置を示す断面図である。
【図７】実施の形態３に係る半導体装置を示す断面図である。
【図８】実施の形態４に係る電力変換装置を適用した電力変換システムの構成を示すブロ
ック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　実施の形態に係る半導体装置、電力変換装置、及び半導体装置の製造方法について図面
を参照して説明する。同じ又は対応する構成要素には同じ符号を付し、説明の繰り返しを
省略する場合がある。
【００１１】
実施の形態１．
　図１は、実施の形態１に係る半導体装置を示す断面図である。絶縁基板１は、基材１ａ
と、基材１ａの上面に形成された回路パターン１ｂと、基材１ａの下面に形成された回路
パターン１ｃとを有する。半導体チップ４が回路パターン１ｂの平坦面に接合材５により
接合されている。回路パターン１ｂと半導体チップ４が対向している領域において回路パ
ターン１ｂの平坦面の上に、角が無くなだらかな突起６が形成されている。突起６は、半
導体チップ４の端部から中心部に向かって高くなっている。このため、接合材５の厚みは
半導体チップ４の端部よりも中央部で薄い。
【００１２】
　図２は、角が無くなだらかな突起と角がある突起を示す断面図である。角がある突起で
は、突起の高さｔが突起の曲率半径ｒより大きい。一方、角が無くなだらかな突起では、
突起の高さｔが突起の曲率半径ｒより小さい。
【００１３】
　続いて、本実施の形態に係る半導体装置の製造方法を説明する。まず、回路パターン１
ｂの平坦面に角が無くなだらかな突起６をコールドスプレー法により形成する。ここで、
コールドスプレー法は、不活性ガスを作動媒体として超音速で溶射粉末を固相状態のまま
対象に衝突させて成膜する方法である。原料粉末を溶かさないことから酸化又は熱による
変質のない皮膜が得られる。次に、回路パターン１ｂの平坦面及び突起６に半導体チップ
４を接合材５により接合する。半導体チップ４を接合した後の接合材５の厚みは半導体チ
ップ４の端部よりも中央部で薄くなっている。コールドスプレー時のマスク又はスプレー
ガンの動作軌跡を変更することで、半導体チップ４に合わせた突起６を容易に形成するこ
とができる。回路パターン１ｂの材料はＡｌ又はＣｕである。回路パターン１ｂの表面に
Ｎｉ又はＡｇめっきを形成してもよい。コールドスプレー法又は焼結材料で形成した突起
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６は、回路パターン１ｂとは別部材である。回路パターン１ｂは均一な金属板であるが、
コールドスプレー法又は焼結材料で形成した突起６は内部に微細な空隙を多く含み、両者
は状態が異なる。
【００１４】
　本実施の形態では、回路パターン１ｂと半導体チップ４が対向している領域に、半導体
チップ４の端部から中心部に向かって高くなっている突起６が形成されている。これによ
り、半導体チップ４の端部で接合材５の厚みを確保したまま、半導体チップ４の中央部で
接合材５の厚みを薄くすることができる。従って、接合材５端部の亀裂（横クラック）と
接合材５内部の亀裂（縦クラック）の両方を抑制できる。また、突起６を角が無くなだら
かな突起形状とすることで、角にひずみが集中することはない。この結果、接合材５の疲
労耐量を十分に向上させることができる。
【００１５】
　また、従来は凸部を有する絶縁基板を用いていたが、同じ凸部を有する絶縁基板に形状
又は大きさが異なる部品を接合することができず、各品種専用の絶縁基板を準備する必要
があった。これに対して、本実施の形態では、絶縁基板１の回路パターン１ｂとは別部材
の突起６を回路パターン１ｂの平坦面に形成する。従って、半導体チップ４に合わせて突
起６の形状を容易に変更することができる。よって、品種ごとに絶縁基板１を準備する必
要が無いため、生産性が向上する。
【００１６】
　チップ端部での接合材５の最大厚みは１００μｍである。チップ中央部での接合材５の
最小厚みは３０μｍである。これに限らず、チップ端部での接合材５の最大厚みは、絶縁
基板１と半導体チップ４との線膨張係数差、即ち接合材５の端部に生じるひずみ量と、要
求される熱抵抗及び疲労寿命に基づいて、接合材５端部の亀裂を抑制できるように２０～
５００μｍの範囲の中で決定すればよい。
【００１７】
　突起６の高さは例えば７０μｍである。ただし、突起６の高さは、半導体チップ４の端
部における接合材５の最大厚さの１／２以上であればよい。これにより、接合材５内部の
亀裂を抑制し、熱抵抗を低減することができる。
【００１８】
　絶縁基板１の基材１ａはセラミックである。これに限らず、基材１ａは、上面側の回路
パターン１ｂと下面側の回路パターン１ｃとの間の絶縁を保つ材料であればよく、樹脂絶
縁シートなどでもよい。また、絶縁基板１に限らず、回路パターンが形成されたリードフ
レームを用いてもよい。
【００１９】
　一般的に半導体チップ４は熱干渉により外周よりも中央部がより高温となる。本実施の
形態では、高温となる半導体チップ４の中央部の直下の接合材５が薄い。そして、接合材
５ははんだであり、突起６ははんだよりも熱伝導が高いＣｕである。このため、半導体チ
ップ４の端部の接合材５の厚みを十分確保しても、熱抵抗の増大を抑制することができる
。さらに、はんだ付け中に突起６のＣｕがはんだに溶出して耐熱性が向上し、Ｎｉ食われ
対策にもなる。接合材５ははんだに限らず金属焼結材料でもよい。
【００２０】
実施の形態２．
　図３は、実施の形態２に係る半導体装置を示す断面図である。突起７が突起６の周囲に
配置されている。突起７は、半導体チップ４の端部から内側に半導体チップ４の辺の長さ
の１／３の範囲に形成されている。これにより、突起７は、半導体チップ４が傾かないよ
うに半導体チップ４を支持することができる。突起７は、突起６と同じ材料であるＣｕか
らなり、突起６と同様にコールドスプレー法で形成されている。突起７の高さは突起６よ
りも高く、例えば９５μｍであるが、これに限らず、半導体チップ４の端部における接合
材５の最厚部の８０～１００％の高さが好ましい。
【００２１】
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　図４は、実施の形態２に係る突起の配置を示す平面図である。３つの点状の突起７が突
起６の周囲に配置されている。突起７は４つ以上でもよい。図５は、実施の形態２に係る
突起の配置の変形例を示す平面図である。２つの直線状の突起７が突起６の両サイドに配
置されている。
【００２２】
　続いて、本実施の形態の効果を比較例と比較して説明する。図６は、比較例に係る半導
体装置を示す断面図である。半導体チップ４が傾いた状態で接合が完了すると、接合材５
の厚みが接合部面内で偏り、接合材５が薄くなった方の端部から接合材５に亀裂進展が生
じやすくなる。そこで、比較例では、半導体チップ４が傾くのを防止するために接合領域
の端部にＡｌワイヤバンプ８が形成されている。しかし、はんだはＡｌに濡れないために
未接合領域ができる。この未接合領域が、半導体装置の動作時の温度スイングによる接合
部端部からの亀裂進展の起点となる場合がある。さらに、はんだ接合部の検査として一般
的に実施されているＸ線検査又はＳＡＴ（Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ａｃｏｕｓｔｉｃ　Ｔｏｍ
ｏｇｒａｐｈ）検査時に接合不良との区別がつきにくい。これに対して、本実施の形態の
突起７ははんだと濡れるＣｕからなる。このため、突起７と接合材５との間に、亀裂進展
の起点となる未接合領域が生じることなく、接合状態の検査も容易になる。
【００２３】
　突起７は突起６よりも高さが高い。これにより、突起７が半導体チップ４を支持するた
め、突起６を中心とした半導体チップ４の傾きと回転を抑制することができる。また、接
合材５の厚みは、突起７の高さと同程度になり、安定化される。これにより、チップ面内
の接合材５の厚みの差異による応力集中を低減できる。なお、突起７よりも外側に接合材
５の厚い部分があるため、接合材５端部の亀裂は発生しない。
【００２４】
実施の形態３．
　図７は、実施の形態３に係る半導体装置を示す断面図である。絶縁基板１の上面の回路
パターン１ｂの上に実施の形態１と同様に半導体チップ４が接合されている。絶縁基板１
の下面の回路パターン１ｃがベース板９の平坦面に接合材１０により接合されている。ベ
ース板９は外部の冷却器と接続される。
【００２５】
　半導体チップ４と絶縁基板１の接合部と同様に、絶縁基板１とベース板９の接合部も放
熱経路となる。このため、接合材１０の亀裂が熱抵抗増大の原因となり、半導体装置の寿
命低下の一因となる。そこで、本実施の形態では、角が無くなだらかな突起１１がベース
板９と絶縁基板１が対向している領域においてベース板９の平坦面の上に形成されている
。突起１１は、絶縁基板１の端部から中心部に向かって高くなっている。接合材１０の厚
みは絶縁基板１の端部よりも中央部で薄い。これにより、絶縁基板１の端部で接合材１０
の厚みを確保したまま、絶縁基板１の中央部で接合材１０の厚みを薄くすることができる
。従って、接合材１０端部の亀裂と接合材１０内部の亀裂の両方を抑制できる。また、突
起１１を角が無くなだらかな突起形状とすることで、角にひずみが集中することはない。
この結果、接合材１０の疲労耐量を十分に向上させることができる。
【００２６】
　突起１２が突起１１の周囲に配置されている。突起１２は、突起１１の周囲に配置され
た３つ以上の点状の突起、又は突起１１の両サイドに配置された２つの直線状の突起であ
る。突起１２は、絶縁基板１の端部から内側に絶縁基板１の辺の長さの１／３の範囲に形
成されている。突起１２は、突起１１と同じ材料であるＣｕからなり、突起１１と同様に
コールドスプレー法で形成されている。突起１２の高さは突起１１よりも高い。これによ
り、絶縁基板１の傾きを低減し、基板面内の接合材１０の厚みの差異による応力集中を低
減できる。例えば突起１１の高さは２００μｍ、突起１２の高さは２８０μｍ、絶縁基板
１の端部の接合材１０の最大厚みが３００μｍ、絶縁基板１の中央部の接合材１０の最小
厚みは１００μｍである。これに限らず、突起１２の高さは絶縁基板１の端部における接
合材１０の最厚部の８０～１００％の高さが好ましい。
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【００２７】
　実施の形態１～３において、突起６，７，１１，１２はＣｕに限らずＡｕ、Ａｇ、Ｎｉ
、Ｓｎの何れかを含み、接合材５，１０に金属拡散する材料であればよい。これにより、
突起６，７，１１，１２が接合材５，１０と濡れるため、不濡れによる亀裂の起点を生じ
させない。
【００２８】
　また、突起６，７，１１，１２は接合材５，１０よりもヤング率が高いことが好ましい
。これにより、接合材５，１０にひずみが集中して、亀裂が突起６，７，１１，１２に進
展することなく接合材５，１０に進展する。従って、従来と同じ破壊モードとなり寿命設
計が容易となる。
【００２９】
　また、突起６，７，１１，１２の表面には５μｍｔ以上３０μｍｔ以下の微細な凹凸が
ある。この凹凸に接合材５，１０が浸入するため、両者の接合面積が増大し、アンカー効
果で接合強度が向上する。なお、接合材５，１０として金属焼結材を用いる場合、金属焼
結材が入り込むためには５μｍｔ以上の凹凸が必要である。また、３０μｍｔ以下の微細
な凹凸であれば、ひずみが集中することはない。
【００３０】
　半導体チップ４は例えばＳｉからなるＩＧＢＴ（Insulated Gate Bipolar Transistor
）である。これに限らず、半導体チップ４はＦＷＤ（Free Wheel Diode）、ＭＯＳＦＥＴ
（Metal Oxide Semiconductor Field Effect Transistor）などでもよく、半導体チップ
４の種類は限定されない。
【００３１】
　半導体チップ４は、珪素によって形成されたものに限らず、バンドギャップが２ｅＶ以
上であって珪素に比べて大きいワイドバンドギャップ半導体によって形成されたものでも
よい。ワイドバンドギャップ半導体は、例えば、炭化珪素、窒化ガリウム系材料、又はダ
イヤモンドである。このようなワイドバンドギャップ半導体によって形成された半導体チ
ップは、耐電圧性や許容電流密度が高いため、小型化できる。この小型化された半導体チ
ップを用いることで、この半導体チップを組み込んだ半導体装置も小型化・高集積化でき
る。また、半導体チップの耐熱性が高いため、ヒートシンクの放熱フィンを小型化でき、
水冷部を空冷化できるので、半導体装置を更に小型化できる。また、半導体チップの電力
損失が低く高効率であるため、半導体装置を高効率化できる。ワイドバンドギャップ半導
体によって形成された半導体チップ４はその利点を活かすために高温動作が求められるが
、本実施の形態により高温でも接合部寿命を確保できる。
【００３２】
実施の形態４．
　本実施の形態は、上述した実施の形態１～３にかかる半導体装置を電力変換装置に適用
したものである。電力変換装置は、例えば、インバータ装置、コンバータ装置、サーボア
ンプ、電源ユニットなどである。本発明は特定の電力変換装置に限定されるものではない
が、以下、三相のインバータに本発明を適用した場合について説明する。
【００３３】
　図８は、実施の形態４に係る電力変換装置を適用した電力変換システムの構成を示すブ
ロック図である。この電力変換システムは、電源１００、電力変換装置２００、負荷３０
０を備える。電源１００は、直流電源であり、電力変換装置２００に直流電力を供給する
。電源１００は種々のもので構成することが可能であり、例えば、直流系統、太陽電池、
蓄電池で構成することができ、交流系統に接続された整流回路又はＡＣ／ＤＣコンバータ
で構成してもよい。また、電源１００を、直流系統から出力される直流電力を所定の電力
に変換するＤＣ／ＤＣコンバータによって構成してもよい。
【００３４】
　電力変換装置２００は、電源１００と負荷３００の間に接続された三相のインバータで
あり、電源１００から供給された直流電力を交流電力に変換し、負荷３００に交流電力を
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供給する。電力変換装置２００は、直流電力を交流電力に変換して出力する主変換回路２
０１と、主変換回路２０１を制御する制御信号を主変換回路２０１に出力する制御回路２
０３とを備えている。
【００３５】
　負荷３００は、電力変換装置２００から供給された交流電力によって駆動される三相の
電動機である。なお、負荷３００は特定の用途に限られるものではなく、各種電気機器に
搭載された電動機であり、例えば、ハイブリッド自動車や電気自動車、鉄道車両、エレベ
ータ、もしくは、空調機器向けの電動機として用いられる。
【００３６】
　以下、電力変換装置２００を詳細に説明する。主変換回路２０１は、スイッチング素子
と還流ダイオードを備えており（図示せず）、スイッチング素子がスイッチングすること
によって、電源１００から供給される直流電力を交流電力に変換し、負荷３００に供給す
る。主変換回路２０１の具体的な回路構成は種々のものがあるが、本実施の形態にかかる
主変換回路２０１は２レベルの三相フルブリッジ回路であり、６つのスイッチング素子と
それぞれのスイッチング素子に逆並列された６つの還流ダイオードから構成することがで
きる。主変換回路２０１の各スイッチング素子と各還流ダイオードは、上述した実施の形
態１～４のいずれかに相当する半導体装置２０２によって構成する。６つのスイッチング
素子は２つのスイッチング素子ごとに直列接続され上下アームを構成し、各上下アームは
フルブリッジ回路の各相（Ｕ相、Ｖ相、Ｗ相）を構成する。そして、各上下アームの出力
端子、すなわち主変換回路２０１の３つの出力端子は、負荷３００に接続される。
【００３７】
　また、主変換回路２０１は、各スイッチング素子を駆動する駆動回路（図示なし）を備
えているが、駆動回路は半導体装置２０２に内蔵されていてもよいし、半導体装置２０２
とは別に駆動回路を備える構成であってもよい。駆動回路は、主変換回路２０１のスイッ
チング素子を駆動する駆動信号を生成し、主変換回路２０１のスイッチング素子の制御電
極に供給する。具体的には、後述する制御回路２０３からの制御信号に従い、スイッチン
グ素子をオン状態にする駆動信号とスイッチング素子をオフ状態にする駆動信号とを各ス
イッチング素子の制御電極に出力する。スイッチング素子をオン状態に維持する場合、駆
動信号はスイッチング素子の閾値電圧以上の電圧信号（オン信号）であり、スイッチング
素子をオフ状態に維持する場合、駆動信号はスイッチング素子の閾値電圧以下の電圧信号
（オフ信号）となる。
【００３８】
　制御回路２０３は、負荷３００に所望の電力が供給されるよう主変換回路２０１のスイ
ッチング素子を制御する。具体的には、負荷３００に供給すべき電力に基づいて主変換回
路２０１の各スイッチング素子がオン状態となるべき時間（オン時間）を算出する。例え
ば、出力すべき電圧に応じてスイッチング素子のオン時間を変調するＰＷＭ制御によって
主変換回路２０１を制御することができる。そして、各時点においてオン状態となるべき
スイッチング素子にはオン信号を、オフ状態となるべきスイッチング素子にはオフ信号が
出力されるよう、主変換回路２０１が備える駆動回路に制御指令（制御信号）を出力する
。駆動回路は、この制御信号に従い、各スイッチング素子の制御電極にオン信号又はオフ
信号を駆動信号として出力する。
【００３９】
　本実施の形態に係る電力変換装置では、半導体装置２０２として実施の形態１～３に係
る半導体装置を適用するため、電力変換装置の長寿命化が可能になる。
【００４０】
　本実施の形態では、２レベルの三相インバータに本発明を適用する例を説明したが、本
発明は、これに限られるものではなく、種々の電力変換装置に適用することができる。本
実施の形態では、２レベルの電力変換装置としたが３レベル又はマルチレベルの電力変換
装置であっても構わないし、単相負荷に電力を供給する場合には単相のインバータに本発
明を適用しても構わない。また、直流負荷等に電力を供給する場合にはＤＣ／ＤＣコンバ
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ータ又はＡＣ／ＤＣコンバータに本発明を適用することも可能である。
【００４１】
　また、本発明を適用した電力変換装置は、上述した負荷が電動機の場合に限定されるも
のではなく、例えば、放電加工機、レーザー加工機、又は誘導加熱調理器もしくは非接触
器給電システムの電源装置として用いることもでき、さらには太陽光発電システム又は蓄
電システム等のパワーコンディショナーとして用いることも可能である。
【符号の説明】
【００４２】
１　絶縁基板、１ａ　基材、１ｂ，１ｃ　回路パターン、４　半導体チップ、５，１０　
接合材、６，７，１１，１２　突起、９　ベース板、１２　突起、２００　電力変換装置
、２０１　主変換回路、２０２　半導体装置、２０３　制御回路

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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